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【資料１－４】 

労働基準法等の遵守について 

 

労働者を使用する場合には、労働基準法等の法律を守らなければなりません。 

各種法令の遵守が従業者の処遇、引いては利用者のサービスの質の向上につながります。

事業主の皆さんは、以下の通知等を参考に、労働基準法等に照らし、事業主の責任において、

適正な労務管理を行ってください。 

１．労働基準法の基礎知識について （資料１－５のとおり） 

 

２．労働時間の考え方について （資料１－６のとおり） 

 

３．グループホームの夜間及び深夜の勤務の取り扱いについて 

  （介護報酬の解釈 第３巻 ＱＡ・法令編 440 ページＱ８） 

問. 認知症高齢者グループホームは、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者に

宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務を行わせなければならないこととされ、また、夜間及び   

深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせることは、夜間  

ケア加算の算定要件ともされたところである。 

一方、労働基準法においては、使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては      

少なくとも４５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休憩時間を労働時間

の途中に与えなければならないこととされている。 

以上を踏まえると、認知症高齢者グループホームにおいて、夜間及び深夜の時間帯を     

通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるためには、夜間及び深夜の勤務

に従事する介護従業者を１人確保するだけでは足りず、夜間及び深夜の勤務に従事する介護

従業者を２人確保するか、夜間及び深夜の勤務に従事する介護従業者を 1 人、宿直勤務に   

従事する介護従業者を 1人確保することが必要となると解するがどうか。 

 

回答. 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令

第 37号）及び厚生労働大臣が定める基準（平成 12年厚生省告示第 25号）〔平成 27年厚生労

働省告示第 95号〕の中の認知症高齢者グループホームにおける夜間及び深夜の勤務に係る規

定の取扱いは以下のとおりである。 

 ① 認知症高齢者グループホームにおいて夜間及び深夜の勤務に従事する介護従業者に

は、労働基準法第 34条の規定に基づき、少なくとも１時間の休憩時間を労働時間の途中

に与えなければならない。 

 ② この場合において、次に掲げる条件が満たされていれば、夜間及び深夜の時間帯を   

通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせているものと取り扱って差し

支えない。 

  「当該介護従業者は、休憩時間を事業所内で過ごすこと。仮に、当該介護従業者が休憩

時間中に当該事業所を離れる場合にあっては、あらかじめ、十分な時間的余裕をもって

使用者にその意向を伝え、使用者が当該時間帯に必要な交替要員を当該事業所内に確保

できるようにすること。」 
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 ③ なお、認知症高齢者グループホームにおいては、夜間及び深夜の勤務に従事する介護

従業者が労働基準法に則って休憩時間を取得できるようにする必要があるが、労働基準

法第 89 条において、休憩時間については、就業規則に明記しなければならないことと  

されているため、常時 10 人以上の労働者を使用する認知症高齢者グループホームに   

あっては、就業規則において、夜間及び深夜のうち休憩時間とする１時間以上の時間帯

をあらかじめ明示的に定めておく必要がある。就業規則において休憩時間を一義的に  

定め難い場合にあっては、基本となる休憩時間として夜間及び深夜の時間帯のうち休憩

時間とする１時間以上の時間帯をあらかじめ明示的に定めるとともに、休憩時間に    

ついては具体的には各人毎に個別の労働契約等で定める旨の委任規定を就業規則に  

設ける必要があり、さらに、個別の労働契約等で具体的に定める場合にあっては、書面

により明確に定めておく必要がある。なお、常時 10 人未満の労働者を使用する認知症  

高齢者グループホームにあっても、労働条件を明確化する観点から、就業規則を作成   

することが望ましい。 

   また、当該時間帯は当該介護従業者が就労しないことが保証されている時間帯である

が、仮に入居者の様態の急変等に対応して当該介護従業者が労働した場合には、当該労

働に要した時間に相当する時間を当該夜間及び深夜の時間帯の中で別途休憩時間として

取得する必要があるため、別途の休憩時間を取得した場合にはその旨を記録しておく旨

の取扱いを定めておくことが望ましい。 

〔注：夜間ケア加算は平成 27年度の介護報酬改定で廃止され、夜間・深夜の時間帯における

介護従事者又は宿直勤務に当たる者の加配を評価した夜間支援体制加算が創設されている〕 

 


